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（様式１）

国立大学法人北見工業大学事業報告書

「Ⅰ はじめに」

北見工業大学は、法人化を機会に教育、研究、社会貢献あるいは業務運営の改善等に

対する基本的に定められた69項目の計画に対し、150項目以上の実施計画を策定して平

成16年度から４年間取り組んできた。本学の基本目標は以下の４項目であるが、個々の

目標を実現するために「学長のリーダーシップの下、戦略的な法人経営の確立」あるい

は「本学が有する資源の戦略的・効果的配分」を目指した運営に取り組んできた。

「向学心を喚起し、創造性を育み、将来の夢を拓く教育」

「個性に輝き、知の世紀をリードし、地域特色のある研究」

「地域のニーズに応え、地域をリードし、地域の発展に貢献」

「国際的視野を踏まえた教育研究、学生・教職員の国際化を推進」

上記の基本目標に関連した実施計画は、毎年度全学集会で周知するなどして、教職員

の意識改革に努め、着実に成果を挙げてきている。教育に関しては「魅力ある教育」を

スローガンに、学習意欲の向上を目指した多くの取組を進めているが、これらの取組が

評価された一つの例として、平成19年度の志願者倍率は全国立大学で４位、平成20年度

は３位になっている。また、研究については「魅力ある研究」を目指しているが、重点

研究分野の設定、研究推進制度の構築などが成果を上げ、競争的資金の獲得額が、法人

化前の２倍以上になっている。地域との連携についても共同研究が100件に近づくとと

もに、経済産業省の支援を受けた「北見地域産業振興ビジョン」を積極的に支援し、地

。 、 、 、域活性化に貢献している さらに 国際化については 交流協定大学との積極的な交流

留学生の増大が順調に進展している。一方、これらの業務を推進するため、学長が中心

、 、となった戦略的運営 本学が有する資源の適正な配分の成果等が適切に評価されており

「平成16年～18年度事業年度の業務の実績評価」では、平成16年度は全項目で「順調に

進んでいる 、平成17年度は１項目で「特筆すべき進捗状況にある 、残りの項目で「順」 」

調に進んでいる 、平成18年度は全項目で「順調に進んでいる」との評価を得ており、」

４年間の総括としても「順調に進んでいる」と判断している。

以下、各項目の進捗状況、重点的な取組、各項目に横断的な大学経営に関わる内容を

中心に概要を示す。

１ 業務運営の改善及び効率化

（１）運営体制の改善に関する概要

・学長がリーダーシップを発揮できる運営形態を目指し、理事、副学長、事務局長並び

に学長補佐が学長を補佐する体制を整備し、戦略的経営方針の決定、機動的運営を目指

した結果、多くの課題等を解決・実施に移している。

・法人化以降、事務と教員とが連携して業務を遂行する体制が拡大しており、多くの成
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果を挙げている。これまでも国際交流センターは教職員の一体的な運営を実施していた

が、さらに強化を図った結果、留学生あるいは国際交流事業が拡大している。また、地

域連携・研究戦略室、学生支援センター、入試企画センター、環境安全センターなどが

設立されており、目的に応じた活動が学生・教職員の活力となっている。特に平成19年

度から活動している入試企画センターでは、学生志願者の増大に向けた取組が大きな成

果を上げている。

・資源配分のうちで最も重要な人事は、人件費削減を計画的に進める一方で、大学全体

の活力を維持する必要がある。教員については学長裁量定員を確保しつつ、毎年度３ヶ

年計画を作成する中で、重点研究分野などを視野に入れた配置を行っている。事務系・

技術系職員についても、計画的な削減計画を策定する一方で、組織改革・適材適所への

配置などによって運営の効率化を図っている。

・毎年度の予算策定は、学長・理事・副学長が事務局予算のヒヤリングを実施し、事業

の必要性・緊急性等を協議し決定している。各教員への教育研究費の配分は、平成17年

度から教員評価制度の結果を基に配分している。また、評価方法については、毎年度、

評価項目の見直しをしながら構成員の納得する公正な評価制度の構築を目指している。

なお、学長裁量経費は、教育研究費総予算の30％程度を確保し、本学独自の大学活性化

経費（間接経費あるいは共同研究等外部資金のオーバーヘッドなど）と併せて、教育あ

るいは重点研究分野の高度化、活性化に活用している。

（２）教育研究組織の見直し

・教育研究組織の見直しは本学の大きな課題であったが、平成18年度に委員会を立ち上

、 、 、 、げ 学生のニーズ 社会のニーズ 地域のニーズ等を調査しながら学科改組案を作成し

平成19年度に文部科学省に届出、平成20年度から募集を行っている。特色は、学科選択

の自由度を持った３系列入試、専門分野を明確にするためのコース選択制、さらに、社

会のニーズを踏まえたマネジメント工学コースの導入あるいは地域のニーズの高いバイ

オ環境化学科の設置などである。平成20年度の志願動向を見ると、特にバイオ環境・マ

テリアル系の志願者が増大しており、改組の効果によるものと考えられる。

（３）人事の適正化に関する目標

・本学は法人移行時に期末・勤勉手当における勤勉手当の比率を高め、業績に応じて支

給ができる制度を構築し、平成17年度から教員に適用している。教員の業績評価は、教

育・研究・大学活性化の本学目標値に対する達成度で評価しており、毎年度改善しなが

ら公平公正な制度を目指している。平成18年度には事務職員、平成19年度には技術職員

の評価制度が構築され、教員評価制度と合わせて、勤勉手当や昇給制度に反映させてい

る。

・本学は法人移行時に全教員を対象とした任期制を導入し、教員の流動性と活力の向上

を目指している。中期計画期間の目標として、任期制教員の比率を60％に設置したが、

平成18年度に目標を達成し、平成19年度末では70％を超えている。 また、異動教員の

後任は公募としているが、優秀な教員へのインセンティブ制度として学内昇任をポスト

数を定めず認めており、この制度により法人化以降で昇任した教員は12人になる。

（４）事務等の効率化・合理化に関する項目

・人件費削減の中で事務組織が教員の教育研究をサポートし、適切な学生支援によって
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活力ある大学を目指すために、効率的・合理的に事務組織の見直しを継続的に行ってい

。 、 、 、る 例えば 教員・学生のニーズに沿って研究協力課 学生支援課の組織を変更する等

適切に対応している。

２ 財務内容の改善

（１）外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

、 、 、・外部資金は 中期計画期間中に10％の増収を目標としているが 重点研究分野の設定

競争的資金獲得に向けたセミナー開催などの効果もあって、科学研究費補助金、受託研

究費が大幅に増大し、平成19年度には外部資金獲得額の目標を達成した。

・科学研究費等の間接経費と学内で定めた外部資金のオーバーヘッド割合の増大によ

り、大学活性化経費が平成16年度に比べ、平成18年度は3.8倍、平成19年度ではさらに

増大し4.1倍になっている。これらの資金は多くの事業に活用されているが、剰余金の

原資にもなっている。

・法人化前に設置された学生後援会の会費納入率の向上や、新規に設立された大学後援

会「KITげんき会」からの寄付によって、学生支援体制の強化、広報活動などが充実し

ている。

「 」 、 、 、・平成17年度に策定された 管理的経費節減計画 により ゴミ処理費削減 用紙節約

電気料節約、外部委託費削減、書籍購入費節約などで成果が上がっている。

・他大学、国の研究機関との研究交流も拡大している。特に、国立極地研究所、国立環

境研究所とは毎年度連携した研究を行っている。また、平成18年度に物質・材料研究機

構と包括連携協定を結び、人材育成などを進めることとなった。平成19年度にはアラス

カ大学フェアバンクス校、韓国昌原大学との協定を締結し、既に共同事業が始まってい

る。

・平成18年度経済産業省の地域振興ビジョンの全国7モデル都市の一つとして北見市が

選定され、本学が中心となって、地域の産業・経済支援を進めることになった。既に数

項目のテーマが実行されており、平成19年度には製品化されたものの他に、農工の連携

事業などの人材育成事業でも成果を挙げている。

・産学官の連携を地域と一体になって進める目的で、本学の地域共同研究センター内に

「 」 。 、北見商工会議所が中心となって オホーツク産学官融合センター が設置された また

中小企業基盤整備機構が北見地域振興ビジョンを支援するために「北見オフィス」を設

置しているが、いずれも本学地域共同研究センター内に職員が１人常駐して本学と連携

して活動しており、平成19年度の実績報告書がまとまっている。

・財務諸表の経営指標、教育研究支援指標などを他大学と比較しながら、本学の弱点を

強化する取組に活用している。

・ 行政改革の基本方針」を確実に実現するため、教員採用時期、任期制などの雇用形「

態の変更、事務職員等の削減計画を立て、適切に実施している。

３ 自己点検評価及び情報提供

・報道機関及びホームページを活用して情報発信を行っている。特に、平成18年度はホ

ームページを受験生がアクセスしやすい形態にリニューアルしている。また、大学広報

誌もリニューアルし、父母、同窓生及び市内の公的な場所等に配布して、大学の活動状

況の周知を図っている。平成19年度には北海道新聞とも包括連携協定を結び、情報発信
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の拡大を進めている。

・国立大学の使命などについては、地域との懇談会、父母懇談会、同窓会などを通して

積極的にアピールしている。また、日本格付研究所の格付評価の受審（ ＡＡ 、ISO1「 」）

4001の認証取得 「大学機関別認証評価 「外部評価委員会評価」なども、自己点検の、 」、

一環として実施し、大学の資質の情報公開に利用している。

４ その他の業務運営に関する重要事項

・施設整備は、キャンパスマスタープランに従って進めているが、平成18年度は老朽化

の進んだ１号館の全面改修が終わり、学習環境、学生支援体制の大幅な改善が実現でき

た。また、平成19年度は念願の図書館改修が実施でき、学習支援環境などが一段と充実

した。

、 、・危機管理体制を整備し 災害などに的確に対処できるシステム構築を進めるとともに

講演会の開催、セミナーへの参加などを通して意識改革を行っている。

５ 教育研究の質の向上・・・・教育方法の改善及び学生支援の充実

・教育研究特別経費を活用し、工学部の基礎科目の中でも重要な物理、数学の支援コン

テンツの作成を進めている。また、英語についても システムの活用、ネーティブCALL
教員の採用などで英語コミュニケーション力の向上を図っている。

・全ての科目について学生による授業評価を行うとともに、授業の相互参観の拡大、役

員による授業参観・指導など、教育の質の向上に努めている。なお、平成19年度からFD

研修を全教員に義務化した。

・教務委員会が中心となって、シラバスの見直しを行い、成績評価方法などの適正化を

図っている。

・平成20年度から新学科での教育体制となったが、個別担任制、学生の修学状況や日常

の活動を把握するシステムを導入し、きめ細やかな学生支援体制を目指している。この

、「 」 。取組が認められ 夢を育むe-学生支援 が平成19年度に学生支援GPとして認められた

・平成18年度までの校舎改修に合わせて、学習環境の整備、学生支援体制の充実、学生

の交流の場の拡大、先端的学習支援システムの整備が行われた。また、学生支援体制を

充実させるためのワンストップサービス体制が整うなど、大きく改善されている。

・就職支援体制を充実するため、就職支援室の拡充を図り、学内で企業セミナーを開催

する等、教員と事務職員の連携を強化し、学生の就職活動を支援できる体制を整えた。

・キャリア教育の一環として、社会で活躍している先輩の経験談、あるいは外部講師を

依頼したキャリアセミナーなどで、学生の就業意識の高揚を図っている。また、平成18

年度から開始した本学を会場とした合同企業セミナーは地方大学の学生には刺激となっ

ている。なお、平成19年度は3回に分けて実施するなど学生に好評である。

６ 教育研究の質の向上・・・研究活動の推進、全国共同利用の推進及び社会連携・地

域貢献・国際交流の推進

・運営費交付金で配分される教育研究費の30％程度は学長裁量経費として、重点研究分

。 、 。野を中心に配分している なお 平成18年度からは成果報告書の提出を義務化している

・平成17年度から本学の４重点研究分野の下に14研究推進センターを設置し、学科横断

的な研究組織を立ち上げている。この結果、研究推進センターが中心となったセミナー

等が多数開催されるとともに、外部資金の獲得にも大きな効果を上げている。
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・法人化以前より技術部を組織化しているが、平成17年度からは完全派遣方式に変更し

ている。これによって重点研究分野の支援体制も充実してきた。また、派遣先及び本人

による技術員評価を行っている。また、技術員のさらなる資質の向上に向け、学内研修

会の実施、外部研修会への参加などを進めている。

・本学には全国共同利用施設は設置されていないが、高度な研究推進あるいは人材養成

、 、 、 。のために 国立環境研究所 国立極地研究所 物質・材料研究機構などを利用している

・小中高生、社会人を対象とした種々の教育サービスを展開している。また、研究成果

の還元を進めるために地域共同研究センターが中心となった種々の活動が活発に行われ

ている。

・北見市産学官連携推進協議会が中心となって、産学官連携の組織化あるいは方針を決

めているが、その他にも専門的な研究会組織が設置され、機能している。知的財産戦略

についても弁理士と連携した体制整備ができあがっている。

・国際交流センターが中心となって、7ヶ国17大学との実質的な交流を推進している。

その結果、地方大学でありながら、教員一人当たりの留学生数は北海道内の国立大学で

２位になっている。

・国際交流事業は毎年度数項目実施しているが、平成18年度はユネスコの事業に採択さ

れ、マレーシアのマラヤ大学教員及び大学生を招聘してフォーラムを実施した。また、

平成19年度は韓国、中国４大学の学生を招いた環境国際シンポジウムを開催した。

７ 機動的・戦略的な大学運営を目指した取組

・社会や学生のニーズに対応することに主眼を置いた学科改組で平成20年度の学生を受

、 、 。け入れたが 全国立大学の中で３番目に高い倍率値となり 改組の成果と自負している

、 、 、 、なお 特徴としては ６学科を３系列に編成し 入学後の学科の選択幅を拡大すること

環境やバイオなどに配慮した学科構成とすること、専門性のわかるコース選択制度にす

ること、マネジメント工学コースを設定することなどが挙げられる。

・教職員配置、採用計画などは学長指導の下で計画し、重点教育研究分野への配置を進

めながらも、留保定員の採用時期の調整、計画的人員削減などを進めた結果、５ヶ年で

５％削減を目標とした「行政改革の重要方針」を早期に達成できる状況となっている。

・入試、教育支援、学生支援、環境保全活動などは事務組織と教員とが連携することで

効果が上がることから、平成18年度は主としてワーキンググループで進めた取組を、平

成19年度からは入試企画センター、学生支援センター及び環境安全センターとして組織

化し、教職員の協働体制の確立を図って大きな成果を挙げている。

・外部資金の拡大に向けた学内説明会、学長からの申請要請、あるいは申請書の事前チ

ェック体制等の推進の成果として、科学研究費補助金、受託研究費が大きく増大した。

特に、平成19年度は、JSTの「シーズ発掘試験」には53件の応募があり、14件採択され

たのは大きな成果である。

・学習環境の整備、学生支援体制の充実、図書館を核とした知の拠点構想などが認めら

れ、校舎改修工事が急速に進んでいる。このことは、大学の教育環境の魅力向上に大き

な効果となっている。特に、平成19年度に整備された図書館区域は、学生の学習環境の

拡大、コミュニケーションスペース、産学官の融合コーナー等が新たに設置され、今後

の大学発展に寄与するところが大きい。
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８ 社会に開かれた大学運営を目指した取組

・ホームページ、広報誌あるいは報道機関を通して情報公開を進めている。また、地方

自治体の種々の委員会への委員派遣、小中生向け企画、キャンパスツアー、高大連携、

出前授業、公開講座、留学生との交流会などを通した多くの取組が、社会に開かれた大

学として評価され、多くの方が大学を訪れるようになった。

・本学の教育研究あるいは大学運営の概要は、国立大学法人評価委員会から公表されて

いるが、第三者評価として日本格付研究所の格付評価を受けた。その結果 「債務履行、

」 「 」 。 、 、の確実性は非常に高い とする ＡＡ 判定となった また 本学の環境マネジメント

環境教育に対する取組を推進するとともに、自己点検と合わせて大学の資質を認識して

もらう情報発信の一環として、ISO14001の認証取得を目指していたが、平成19年3月に

北海道内の国公立大学で初めて認証取得できた。なお、平成19年度の、教育に関する認

証評価受審に併せて行った外部評価委員会の評価結果も公表している。また、ISO14001

認証取得の継続審査も行った。

「Ⅱ 基本情報」

１．目標

北見工業大学は、昭和３５年に国立工業短期大学として設置された後、昭和４１年に

北海道の更なる開発振興を担う工業技術者等も育成するため、四年制の工業大学に移行

して４２年になる。この間、北見工業大学は、教育研究の質の向上を図りつつ、産業界

や地域の要請にも応えて、大学の規模、構成、及びその役割について自己改革を積極的

に推進しつつ、時代の変遷に伴う学生気質等の変化にも的確に対応してきた。

今後、学部教育においては少子化時代に適合して、個別の学修指導と体験学習を強化

することで、総合的な視野を踏まえた実践的問題解決力を有する技術者を養成する。ま

た、大学院教育においては、今後の科学技術創造立国の一翼を担うため、我が国の産業

社会を支える高度な専門的知識と国際性を備えた高度技術者の養成を目指す。

研究面では、これまでの北見工業大学の立地条件を活かした寒冷域工学等に関する研

究実績をさらに発展させるとともに、最先端の学問分野や学際領域での研究も推進し、

一層の個性化、活性化、高度化を達成する中で 「自然と調和するテクノロジーの発展、

を目指して」をスローガンに掲げ、時代と社会の要請に的確に応えつつ 「知」の時代、

にふさわしい国際的にも評価される個性輝く大学を目指す。

２．業務内容

国立大学法人法(平成15年法律第112号)第22条第1項各号に掲げる業務を行う。

３．沿革
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昭和35年 4 月 1 日 北見工業短期大学設置

（ 、 、 、 、昭和41年 4 月 1 日 北見工業大学 機械工学科 電気工学科 工業化学科 土木工学科

一般教育等）設置

昭和45年 4 月 1 日 開発工学科設置

昭和48年 4 月 1 日 電子工学科設置

昭和50年 4 月 1 日 保健管理センター設置

昭和51年 4 月 1 日 環境工学科設置

工学専攻科設置

昭和53年 4 月 1 日 共通学科目（工業数学）設置

昭和54年 4 月 1 日 応用機械工学科設置

昭和59年 3 月31日 工学専攻科廃止

昭和59年 4 月12日 北見工業大学大学院工学研究科修士課程（機械工学専攻、電気電子

工学専攻、化学環境工学専攻、土木開発工学専攻）設置

昭和64年 1 月 1 日 情報処理センター設置

平成 2 年 4 月 1 日 情報工学科設置

平成 4 年 4 月10日 地域共同研究センター設置

平成 5 年 4 月 1 日 工学部機械工学科、応用機械工学科、電気工学科、電子工学科、工

業化学科、環境工学科、土木工学科、開発工学科及び一般教育等を

改組し、機械システム工学科、電気電子工学科、化学システム工学

科、機能材料工学科、土木開発工学科及び共通講座（人間科学）設

置

平成 6 年 4 月 1 日 情報工学専攻設置

平成 6 年 9 月 7 日 留学生教育相談室設置

平成 7 年 4 月 1 日 情報工学科及び共通講座（工業数学）を改組し、情報システム工学

科設置

平成 9 年 4 月 1 日 大学院工学研究科修士課程を改組し、博士前期課程（機械システム

工学専攻、電気電子工学専攻、情報システム工学専攻、化学システ

ム工学専攻、機能材料工学専攻、土木開発工学専攻）及び博士後期

課程（システム工学専攻、物質工学専攻）設置

平成11年 4 月 1 日 機器分析センター設置

平成13年 4 月 1 日 未利用エネルギー研究センター設置

平成14年 3 月 5 日 サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー設置

平成16年 4 月 1 日 国立大学法人北見工業大学設置

地域連携・研究戦略室、知的財産本部及び国際交流センター設置

平成18年 7 月 1 日 ものづくりセンター設置

４．設立根拠法
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国立大学法人法（平成15年法律第112号）

５．主務大臣（主務省所管局課）

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）

６．組織図

別紙のとおり

７．所在地

北海道北見市公園町１６５番地

８．資本金の状況

４，３３３，２０３，９３５円（全額 政府出資）

９．学生の状況

総学生数 ２，０６１人

学部学生 １，８１３人

博士前期課程 ２１４人

博士後期課程 ３４人

１０．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１人、理事３人、監事２人。任

期は、国立大学法人法第１５条の規定及び国立大学法人北見工業大学学長選考規程、国

立大学法人北見工業大学理事の任命及び任期に関する規程の定めるところによる。

役職 氏名 任期 経歴

学長 常本 秀幸 平成18年 4 月 1 日
～平成20年 3 月31日

理事 大島 俊之 平成18年 4 月 1 日
～平成20年 3 月31日(総務・研究担当)

理事 小林 道明 平成18年 4 月 1 日



- 9 -

～平成20年 3 月31日(教務・学生担当)

理事 白井 達郎 平成18年 4 月 1 日（ ）非常勤

～平成20年 3 月31日(産学連携担当)

監事 土岐 祥介 平成18年 4 月 1 日（ ）非常勤

～平成20年 3 月31日

監事 岩城 重雄 平成18年 4 月 1 日（ ）非常勤

～平成20年 3 月31日

１１．教職員の状況

教員 １７５人（うち常勤１５４人、非常勤２１人）
職員 １３９人（うち常勤１１３人、非常勤２６人）
（常勤教職員の状況）
常勤教職員は前年度比で２人（0.7％）減少しており、平均年齢は46.0歳（前年度

46.7歳）となっております。国、地方公共団体及び民間からの出向者はおりません。

「Ⅲ 財務諸表の概要」

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います ）。

１．貸借対照表（http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/system/zaimu/index.htm）

資産の部 金額(千円) 負債の部 金額(千円)

固定資産 8,873,024 固定負債 1,711,427
有形固定資産 8,739,201 資産見返負債 1,503,852
土地 1,560,686 引当金 5,579
建物 6,269,282 退職給付引当金 5,579
減価償却累計額等 ▲1,001,259 その他の固定負債 201,995
構築物 254,892 流動負債 1,283,678
減価償却累計額等 ▲91,364 運営費交付金債務 360,567
工具器具備品 1,815,582 その他の流動負債 923,110
減価償却累計額等 ▲1,117,011
その他の有形固定資産 1,048,393 負債合計 2,995,105
その他の固定資産 133,822

純資産の部
流動資産 1,188,163
現金及び預金 1,157,469 資本金 4,333,203
その他の流動資産 30,693 政府出資金 4,333,203

資本剰余金 2,500,750
利益剰余金 繰越欠損金 232,127（ ）

純資産合計 7,066,081

資産合計 10,061,187 負債純資産合計 10,061,187

２．損益計算書（http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/system/zaimu/index.htm）

金額(千円)

経常費用（A） 4,250,900
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業務費 3,908,634
教育経費 327,211
研究経費 489,422
教育研究支援経費 124,692
人件費 2,768,610
その他 198,697

一般管理費 335,340
財務費用 6,926

経常収益(B) 4,359,098

運営費交付金収益 2,502,354
学生納付金収益 1,266,711
その他の収益 590,031

臨時損益(C) ▲219

目的積立金取崩額(D) 7,684

当期総利益（当期総損失 （B-A+C+D） 115,662）

３．キャッシュ・フロー計算書（http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/system/zaimu/ind
ex.htm）

金額(千円)

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 184,669

人件費支出 ▲2,769,968
その他の業務支出 ▲1,102,822
運営費交付金収入 2,523,082
学生納付金収入 1,233,247
その他の業務収入 301,130

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) ▲911,966

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) ▲83,866

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －

Ⅴ資金増加額（又は減少額 （E=A+B+C+D） ▲811,163）

Ⅵ資金期首残高(F) 1,518,633

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 707,469

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/system
/zaimu/index.htm）

金額(千円)

Ⅰ業務費用 2,615,495

損益計算書上の費用 4,253,372
（控除）自己収入等 ▲1,637,876



- 11 -

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）
Ⅱ損益外減価償却相当額 336,206
Ⅲ損益外減損損失相当額 －
Ⅳ引当外賞与増加見積額 ▲10,939
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 ▲103,135
Ⅵ機会費用 88,526
Ⅶ（控除）国庫納付額 －

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 2,926,152

５．財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由）

ア．貸借対照表関係

（資産合計）

平成19年度末現在の資産合計は前年度比775百万円（7.2％）減の10,061百

万円 となっている。（以下、特に断らない限り前年度比･合計）

主な増加要因としては、フュージョンセンター改修工事などにより建物が3

31百万円（5.6％）増の6,269百万円となったこと、購入などにより工具器具

備品が126百万円（7.5％）増の1,815百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、建物減価償却累計額が260百万円（35.1％）

増の1,001百万円となったこと、工具器具備品減価償却累計額が335百万円（4

2.8％）増の1,117百万円となったこと、前期末竣工工事に係る未払金の当期

支払いなどにより現金及び預金が561百万円（32.7％）減の1,157百万円とな

ったことが挙げられる。

（負債合計）

平成19年度末現在の負債合計は873百万円（22.6％）減の2,995百万円とな

っている。

主な減少要因としては、減価償却などにより資産見返負債が54百万円（3.5

％）減の1,503百万円となったこと、支払によりリース債務が65百万円（18.6

％）減の286百万円となったこと、支払により未払金が704百万円（58.8％）

減の492百万円となったことが挙げられる。

（純資産合計）

平成19年度末現在の純資産合計は97百万円（1.4％）増の7,066百万円とな

っている。

主な増加要因としては、施設費などでの固定資産取得により資本剰余金が3

38百万円（9.6％）増の3,881百万円となったこと、当期未処分利益の計上な

どにより利益剰余金が91百万円（65.0％）増の232百万円となったことが挙げ

られる。
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、 、 （ ）また 主な減少要因としては 損益外減価償却累計額が332百万円 31.7％

増の1,380百万円となったことが挙げられる。

イ．損益計算書関係

（経常費用）

平成19年度の経常費用は87百万円（2.0％）減の4,250百万円となっている。

主な増加要因としては、教育水準向上のための学生支援事業を推進したこ

となどにより教育経費が21百万円（7.1％）増の327百万円となったこと、外

部資金の獲得増加により受託研究費等が37百万円（22.9％）増の198百万円と

なったこと、定年退職者の一時的な増加により人件費が17百万円（0.7％）増

の2,768百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、建物改修工事に係る費用が大幅に減少した

ことにより一般管理費が144百万円（30.2％）減の335百万円となったことが

挙げられる。

（経常収益）

平成19年度の経常収益は2百万円（0.1％）増の4,359百万円となっている。

主な増加要因としては、定年退職者の一時的な増加などに係る費用に対応

する収益が増加したことにより運営費交付金収益が74百万円（3.1％）増の2,

、 （ ）502百万円となったこと 入学者の増加により入学料収益が24百万円 15.5％

増の183百万円となったこと、外部資金の獲得増加により受託研究等収益が44

百万円（23.7％）増の234百万円となったことが挙げられる。

また、主な減少要因としては、建物改修工事に係る費用に対応する収益が

大幅に減少したことにより施設費収益が127百万円（73.1％）減の46百万円と

なったことが挙げられる。

（当期総損益）

上記経常損益の状況及び固定資産除却損などの臨時損失2百万円、固定資産

除却損に対応する資産見返負債戻入などの臨時利益2百万円、一部費用の財源

として目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額7百万円を計上した

結果、平成19年度の当期総利益は53百万円（86.6％）増の115百万円となって

いる。

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の業務活動によるキャッシュ・フローは68百万円（27.2％）減

の184百万円となっている。

主な増加要因としては、入学料収入が38百万円（26.5％）増の183百万円と

なったこと、受託研究等収入が27百万円（14.5％）増の219百万円となったこ
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とが挙げられる。

また、主な減少要因としては、運営費交付金収入が104百万円（4.0％）減

の2,523百万円となったことが挙げられる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の投資活動によるキャッシュ・フローは1,450百万円（269.4

％）減の▲911百万円となっている。

主な減少要因としては、固定資産の取得による支出が651百万円（134.3％）

増の▲1,135百万円となったこと、施設費による収入が849百万円（69.5％）

減の373百万円となったことが挙げられる。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成19年度の財務活動によるキャッシュ・フローは21百万円（33.8％）減

の▲83百万円となっている。

主な減少要因としては、リース債務の返済による支出が17百万円（30.3％）

増の▲77百万円となったことが挙げられる。

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係

（国立大学法人等業務実施コスト）

平成19年度の国立大学法人等業務実施コストは268百万円（8.4％）減の2,9

26百万円となっている。

主な減少要因としては、国立大学法人会計基準等の改正により新たに損益

職員の削減及び若返りにより損外賞与増加見積額▲10百万円を計上したこと、

益外退職給付増加見積額が69百万円（210.0％）減の▲103百万円となったことが

挙げられる。

この他に、損益計算書関係において記述の事項についても増加減少の要因

となっている。

（ ）(表) 表主要財務データの経年 単位：百万円

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

8,710 9,100 10,837 10,061資産合計

4,648 2,872 3,869 2,995負債合計

4,062 6,228 6,968 7,066純資産合計

4,102 4,156 4,338 4,250経常費用

4,162 4,208 4,355 4,359経常収益

77 48 61 115当期総損益

723 425 253 184業務活動によるキャッシュ・フロー

▲109 ▲379 538 ▲911投資活動によるキャッシュ・フロー

▲105 ▲99 ▲62 ▲83財務活動によるキャッシュ・フロー

842 789 1,518 707資金期末残高

3,334 2,989 3,194 2,926国立大学法人等業務実施コスト

（内訳）
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2,873 2,608 2,794 2,615業務費用

4,393 4,160 4,345 4,253うち損益計算書上の費用

▲1,519 ▲1,551 ▲1,551 ▲1,637うち自己収入

394 389 326 336損益外減価償却相当額

－ － － －損益外減損損失相当額

－ － － ▲10引当外賞与増加見積額

▲14 ▲114 ▲33 ▲103引当外退職給付増加見積額

81 106 107 88機会費用

－ － － －（控除）国庫納付額

(参考)平成18年度の投資活動によるキャッシュ･フロー額が著しく多い理由は、アスベスト対策事

業に係る施設費による収入が1,171百万円あったため。

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由）

当法人は単科大学であり、単一セグメントにより全ての事業を実施しているため、

セグメントについては区分していません。

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等

当期総利益115,662,200円全額を、中期計画の剰余金の使途において定めた教

、 （ ）育研究の質の向上に充てるため 目的積立金 教育研究活性化･環境整備積立金

として申請している。

、 、平成19年度においては 教育研究活性化･環境整備積立金の目的に充てるため

24,225,600円を使用した。

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの（10百万円以上 ））

① 当事業年度中に完成した主要施設等

フュージョンセンター（改修 （取得原価276百万円））

第二講義棟（改修 （取得原価37百万円））

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし

④ 当事業年度において担保に供した施設等

該当なし

(3) 予算・決算の概況

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示

しているものである。

（単位：百万円）

区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

差額理由予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算

4,240 4,137 5,370 6,707 5,268 5,454 4,363 4,554収入

2,779 2,779 2,672 2,672 2,628 2,628 2,523 2,523運営費交付金収入

補助金獲得による増補助金等収入 0 0 0 15 0 15 0 26

志願者・入学者の増学生納付金収入 1,185 1,081 1,231 1,231 1,209 1,201 1,196 1,235
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産学連携等収入の増その他収入 276 277 1,467 2,789 1,431 1,610 644 770

4,240 4,162 5,370 6,500 5,268 5,250 4,363 4,422支出

人件費節減による減教育研究経費 3,339 3,225 3,294 3,101 3,225 3,071 3,076 2,961

退職手当の増一般管理費 648 681 633 605 663 653 683 764

産学連携等支出の増その他支出 253 256 1,443 2,794 1,380 1,526 604 697

収入－支出 －0 25 0 207 0 204 0 132△

「Ⅳ 事業の実施状況」

(1) 財源構造の概略等

当法人の経常収益は４，３５９百万円で、その内訳は、運営費交付金収益２，５０２

百円（58％（対経常収益比、以下同じ 、授業料収益１，０３８百円（24％ 、受託。）） ）

研究等収益２３５百円（５％ 、その他５８３百万円（13％）となっている。）

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明

当法人は単科大学であり、単一セグメントにより全ての事業を実施しており、各事業

の内容及び成果については 「Ⅰ はじめに」に記載したとおりとなっている。、

(3) 課題と対処方針等

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、外

部資金の獲得に努めた。経費の節減については、平成17年度に策定した「管理的経費節

減計画」の実施により、ゴミ処理費削減、用紙節約、電気料節約、外部委託費削減、書

籍購入費節約などで成果が上がっている。また、外部資金の獲得については、中期計画

期間中に10％の増収を目標としているが、重点研究分野の設定、競争的資金獲得に向け

たセミナー開催などの効果もあって、科学研究費補助金、受託研究費が大幅に増大し、

平成19年度には外部資金獲得額の目標を達成した。

また、施設・設備の整備については、キャンパスマスタープラン及び設備マスタープ

ランに従って進めており、施設については、平成18年度は老朽化の進んだ１号館の全面

改修が終わり、学習環境、学生支援体制の大幅な改善が実現できた。また、平成19年度

、 。 、は念願の図書館改修が実施でき 学習支援環境などが一段と充実した 設備については

設備の整備年次計画を含めた設備マスタープランの完成版を策定したことにより、効果

的な設備整備や現有設備の有効活用の実態が明らかとなった。また、現在化学系研究設

備有効活用ネットワークにおいて進めてられている設備の復活再生計画，新規機器購入

計画及び地域共同ネットワークの導入計画に本学も参加しており、機器の共同利用のた

めの整備や有効活用を目的とした取り組みを行っている。

「Ⅴ その他事業に関する事項」

１．予算、収支計画及び資金計画

(1)．予算

決算報告書参照（http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/system/zaimu/index.htm）
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(2)．収支計画

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照（年度計画：http://www.kitami-it.ac.j

p/pubdoc/system/gyoumu.html 財務諸表：http://www.kitami-it.ac.jp/pubdoc/syst

em/zaimu/index.htm）

(3)．資金計画

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照（年度計画：http://www.

kitami-it.ac.jp/pubdoc/system/gyoumu.html 財務諸表：http://www.kitami-it.ac.

jp/pubdoc/system/zaimu/index.htm）

２．短期借入れの概要

当該年度に短期借入れの実績はない。

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細

（１）運営費交付金債務の増減額の明細（様式及び記載例）
（単位：百万円）

当期振替額

交付金当

交付年度 期首残高 期交付金 運営費交 資 産 見 返 資本 期末残高

付金収益 運 営 費 交 剰余金 小計

付金

354 0 320 0 0 320 34平成18年度

0 2,523 2,182 15 0 2,197 326平成19年度

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
①平成１８年度交付分

（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 0 該当なし

準 に よ る 振 金収益

替額

資 産 見 返 運 0

営費交付金

資本剰余金 0

計 0

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 0 該当なし

準 に よ る 振 金収益

替額

資 産 見 返 運 0

営費交付金

資本剰余金 0
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計 0

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 320 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

準 に よ る 振 金収益 ②当該業務に係る損益等

替額 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：320

資 産 見 返 運 0 (職員人件費：174、教員人件費：140、役員人件費：6)

営費交付金 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：0

資本剰余金 0 ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務320百万円を収

計 320 益化。

国 立 大 学 法 0 該当なし

人 会 計 基 準

第 7 7 第 ３ 項

に よ る 振 替

額

合計 320

②平成１９年度交付分
（単位：百万円）

区 分 金 額 内 訳

業 務 達 成 基 運 営 費 交 付 37 ①業務達成基準を採用した事業等：特別教育研究経費（教

、 ）、 、準 に よ る 振 金収益 育改革事業2件 連携融合事業1件 再チャレンジ支援事業

替額 国費留学生支援事業

資 産 見 返 運 7 ②当該業務に関する損益等

営費交付金 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：37

(教育経費：19、研究経費：18)

資本剰余金 0 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：教育用機器6、研究用機器1

③運営費交付金収益化額の積算根拠

（ 、 ）計 44 特別教育研究経費 教育改革事業2件 連携融合事業1件

については、平成19年度の事業において十分な成果を上げ

、 。たと認められることから 運営費交付金債務を全額収益化

再チャレンジ支援事業については、予定した対象者数に

、 。満たなかったため 当該未達成分を除いた3百万円を収益化

国費留学生支援事業については、予定した在籍者数を超

過したため、全学収益化。

期 間 進 行 基 運 営 費 交 付 2,104 ①期間進行基準を採用した事業等：成果進行基準及び費用

準 に よ る 振 金収益 進行基準を採用した業務以外の全ての業務

替額 ②当該業務に関する損益等

資 産 見 返 運 1 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,104

、 、 、営費交付金 (役員人件費：43 教員人件費：1,377 職員人件費：682

との他の経費：2)

資本剰余金 0 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：管理用機器1

計 2,105 ③運営費交付金の振替額の積算根拠

学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたため、期

間進行業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。

費 用 進 行 基 運 営 費 交 付 41 ①費用進行基準を採用した事業等：移転費、建物新営設備

準 に よ る 振 金収益 費、障害学生学習支援等経費、その他

替額 ②当該業務に係る損益等

資 産 見 返 運 7 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：41
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営費交付金 (一般管理費：32、教育研究支援経費：8、その他の経費

：1)

資本剰余金 0 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0

ｳ)固定資産の取得額：教育研究用機器5、管理用機器2

計 48 ③運営費交付金の振替額の積算根拠

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務48百万円を収

益化。

国 立 大 学 法 0 該当なし

人 会 計 基 準

第 7 7 第 ３ 項

に よ る 振 替

額

合計 2,197

（３）運営費交付金債務残高の明細
（単位：百万円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成18年度 業務達成基準

該当なしを採用した業 0

務に係る分

期間進行基準

を採用した業 0 該当なし

務に係る分

費用進行基準 退職手当

を採用した業 34 ・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予

務に係る分 定。

計 34

平成19年度 業務達成基準 再チャレンジ支援経費

を採用した業 5 ・再チャレンジ支援経費の執行残であり、翌事業年度以降

務に係る分 に使用する予定。

期間進行基準

を採用した業 0

務に係る分

費用進行基準 退職手当

を採用した業 321 ・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予

務に係る分 定。

計 326
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（別紙）

■財務諸表の科目

１．貸借対照表

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用す

る有形の固定資産。

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画

に比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産

の価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少

させた累計額。

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等 、投資その他の資産（投資有価証）

券等）が該当。

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当。

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営

センターが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担すること

とされた相当額。

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、

PFI債務、長期リース債務等が該当。

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上する

もの。退職給付引当金等が該当。

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。

政府出資金：国からの出資相当額。

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当

額。

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。

繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。

２．損益計算書

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経
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費。

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した

経費。

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、

法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって

学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。

財務費用：支払利息等。

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

） 、 、益 のうち 特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが

それから取り崩しを行った額。

３．キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支

出、人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に

係る資金の収支状況を表す。

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による

収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金

の収支状況を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発

行・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金

の収支状況を表す。

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の

費用から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲

得が予定されない資産の減価償却費相当額。

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったに

もかかわらず生じた減損損失相当額。
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引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められ

る場合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当

事業年度における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記 。）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明ら

かと認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上

（当事業年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記 。）

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸し

た場合の本来負担すべき金額等。
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北見工業大学 

工学部 大学院工学研究科 学内共同教育研究施設 図書館 技術部 事務局 教育研究推進組織及び学生支援組織 保健管理センター 

機械システム工学科 

電気電子工学科 

情報システム工学科 

化学システム工学科 

機能材料工学科 

土木開発工学科 

博士前期課程 

博士後期課程 

機械システム工学専攻 

電気電子工学専攻 

情報システム工学専攻 

化学システム工学専攻 

機能材料工学専攻 

土木開発工学専攻 

システム工学専攻 

物質工学専攻 

地域連携・研究戦略室 

知的財産本部 

国際交流センター 

地域共同研究センター 

機器分析センター 

未利用エネルギー研究センター 

情報処理センター 

ものづくりセンター 

総務課 企画広報課 

財務課 施設課 

研究協力課 学生支援課 

入試課 情報図書課 

総務係 

秘書係 

人事係 

企画係 

評価係 

広報係 

学科事務第一係

学科事務第二係 

財務企画係 
予算係 

経理室 
契約係 

施設企画係 

施設管理係 

安全管理係 

環境保全係 

研究協力係 

地域連携係 

入試企画係 

入学試験係 

情報図書企画係 

コンテンツ整備係 

利用サービス係 

教育企画推進室 

教務係 

修学指導係 

学生支援係 

生活支援係 

就職支援係 

大学院・教育企画推進係 

ＳＶＢＬ 

経理係 

決算係 

国際交流推進室 

国際交流係 

専攻共通 

共通講座 

専攻共通 

環境安全センター 

学生支援センター 

入試企画センター 

国立大学法人 北見工業大学 

学長・理事・役員会 

経営協議会 教 育 研 究 評 議 会 監 査 室 大 学 評 価 室 

監       事 


